



石 川 博 友
日米摩擦の本質と構造
日米貿 易摩擦 の本 質 と構 造 を解 明す るた めには,
単 に経済 的側面 だ けでは な く,政 治的側 面 か らの
分 析 が必要 で あ る。 そ のため にはt米 国の複雑 な
権 力構 造 を理解 す る必要 が あ る。
米 国の ビ ッグ ビジネス は1960年 代 に対 外直接 投
資 を行 うことに よって多 国籍企 業 に変 身 したが,
それ と同時 に世 界最強 の軍 事 力 と政 治 力を誇 る米
国 政権 の対 外政策 に影 響 力を行 使 し,米 政 権 との
連 携戦 略 を展開 して利 益 と成長 を図 って きた。 さ
らに,1970年 代後 半,ニ ク ソソ大 統 領 の辞 任後 は,
相 対的 に政 治パ ワーを強化 した米議 会 に対 して も,
猛烈 な ロビイ活動 を展 開 し,強 力な産 業 ・政治 ・
議 会複合 体(industrial-Governmental-Congress三 〇n-
a1Complex)を 形成 す る に 至 っ た。 この産 ・政
・議 複合 体 は ,1960年 代初期 に アイゼ ソハ ワー大
統 領 が指 摘 した産 軍 複 合 体(Military-lndustrial
Complex)が 拡 大 した もの とみて よい ユ)。
い ままで の 日米摩 擦 をみ る と,米 国の政府 は 自
由貿 易主 義 の立 場 に立 つが,米 議 会は保 護貿 易主
義 が強 く,日 本 に対 して も厳 しい とい う論調 が多
い。事 実,米 政 府 は米議 会 の対 日保護立 法 を阻止
で きな くな る とい う論法 で,日 本 側 の譲 歩 を求め
て くるケース が多い 。鉄鋼,自 動車,半 導体e工
作機械 な ど,戦 略的分 野 の貿易摩 擦 で は,こ うし
た米政 府 の要請 を受 け入れ て,日 本 側は 譲歩 を重
ね て きた。 そ の結 果 は,米 議 会 の要 求 を受 け 入れ
たの と変わ りが なか った。 米国 の産業 ・政 府 ・議
会 複合 体 の意思 は同一 で あ り、 米政府 と米議 会で
意 見が 異 な るわ けで はな い。米政 府 の ほ うが外 交
辞 令 で表現 が ソフ トで あ り,米 議 会の主張 が本 音




業 グループである。第2次 世界大戦後,自 由 ・無
差別 ・多角化の原則に基づいて,ブ レ トン ・ウッ
ズ体 制が構築されたが,そ の推進力になったのは,
強大な国際競争力を誇 った米国産業であ り,そ の
主導権を握 った米 ビッグ ビジネス=多 国籍企業で
あった。事実,自 由 ・無差別 ・多角化の旗印の下
で,米 国の製品 と資本は グローバ ルな進撃を破竹
の勢いで開始したのである。 しか し,自 由 ・無差
別 ・多角化の原則は,決 して万 古不易 の原則では
なか った。それは,米 国産業 と米 ビッグビジネス
の強 さを反映 した、1つ の政治 イデオ ロギーであ
った。
事実,ユ970年 代,80年 代に米産業の競争力が失
われ,日 本やECの 国際競争力が強 まり,NIES
の追い上げが急速に高まると,自 由貿易主義イデ
オ ロギーも後退 し,米 国やEC内 には公正貿易論
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や新保護主i義,管 理貿易論が唱7i..られ,ガ ッ トの
危機が叫ぽれ るよ うにな った。
こうみて くると,日 米摩擦の本質が明確に浮び
上が って くる。米産業の主導権を握 る多国籍企業
が国際競争力で圧倒的な優位に立 っていた60年 代
には,貿 易摩擦は存在 しなかった。競争は激 しく
て も,自 由競争であるか ぎ り,是 認すべ きもので
あった。米国産業は,経 済的競争で劣勢 に立 った
とき,こ れ を政治的に巻 き返えそ うとすることで,
摩擦が生 じたのであ る。さ らに,米 経済の地盤沈
下 と後退につれて,航 空宇宙やハイテ ク産業,建
設業,そ れに銀行 ・保険,コ ンピュータ ・ソフ ト
ウエアのサ ービス産業な ど,米 国の産業でなお国
際競争上優位 に立つ産業分野では,報 復や制裁 と
いったパワーを背景に して,強 引に他国の市場開
放 を要求するに至った。 これ も摩擦要因 とな って
いる。
最近 の 日米貿易摩擦についてみれば,前 者は半
導体型 とい って よく,後 者は建設型に代表される。
筆 者はすでに日米貿易摩擦 の本質 と構造について
は,拙 著 『日米摩擦 の政治経済学』で論述 したが,
この論文はその後生 じた新 しい展開を追跡 し,前
著 と同 じく,米 国の産業 ・政府 ・議会複合体の視
点に立って分析 したものであ る。
日米半導体協定の問題点
1986年7月 末,日 米政府間で1年 ぶ りに半導体
交渉が最終合意に達 した。 レーガソ大統領はこの
合意を歴史的な もの と高 く評価 し,今 後予想 され
る先端技術分野での不公正貿易防止のための重要
な一歩 と強調 した。半面,わ が国の半導体産業は,
その内容の厳 しさに大 きなショックを受けた。 こ
の協定は5力 年間に及ぶものであ り,9月 になっ
て正式に調印され,発 効 した。 この 日米半導体協
定は,ハ イテ ク産業のような戦略分野における日
米摩擦解決の1つ の ヒナ型 として注 目すべ きもの
であ る。
この協定の特徴は,第1に 米国政府が 日本の メ
ーカーに生産 コス トなどのデータの提供を求め,
価格設定段階に まで介入 している点である。
第2に,米 国政府は 日本 メーカーの収益状況ま




基づ き,米 国政府は 日本 メーカーの利益率を基礎
として適正価格を設定す ることになった。
第3に,日 米間だけでな く,日 本の海外工場経
由の輸出にまで規制の網を広げたことである。 こ
れはシ リ抜 け防止のためである。 しかし,こ れは
第3国 市場に影響を及ぼすため,ECか ら日米に
よる市場支配 とい う警告を招いた。
第4に 次世代の主 力メモ リーと目され る1メ ガ
ビッ トDRAMが 反 ダンピソグ法適用停止協定の
対象品目に加 えられた ことにより,新 製品開発の
段階か ら監視 の網がかけ られ ることになった。
この厳 しい管理貿易体制は,米 国の半導体産業
の救済になるか どうか。 日本車の自主規制は,自





は,韓 国か ら安い半導体 を調達する動 きを示 したQ
この 日米半導体協定には 「秘密の覚書」がつい
ていたことが後 日暴露 されたQこ の覚書で 日本側
は,「 アメリカ企業が5年 以内にシェア20%の 目
標 に達す るのを了解 し,歓 迎 し,か つ支援すべ く
努 力する2)」 と述べてい る。通産省はこれを否定
したが,日 米半導体協定の締結交渉にあた った1
人で,当 時米商務省審議官の地位にあったC.V、
プレス トウィッツJr.は,そ の著書の中で 「これ
は 日本官僚 の十八番の手で,表 向きは譲歩 しない
よ うに装いなが ら,米 国側には譲歩 した ように思
わせるテ クニックにす ぎない」 と書いている。
米国政府が 日米半導体摩擦では,鉄 鋼や 自動車
とは異な り,自 主規制 とい う形ではな く,政 府間
協定の形を とり,予 想を上回る厳 しい管理貿易体
制を要求 した背景には,安 全保障や国防問題 とも
関連する半導体の ような戦略的ハイテク分野にお










ポ ー タブ ル ・マ イ ク ロ コ
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(出 所:朝 日新 聞,1987年4月18日)ド (ド ル 換 算 は1986年 平 均 の1㌦=ユ68円)
とい う米 国 の執 念 があ った とみて よい。
事 実,1986年12月 にな る と,早 くもヤイ ター米
通 商代 表は,日 本製 半導体 の第3国 市場 で の ダ ソ
ピソ グに警 告 を発 し,87年3月,米 上院 本会 議 が,
日本 の協定違 反 を理 由 として,レ ー ガ ン大統 領 に
対 日報 復措 置 の実施 を求 め る決 議 を全会 一致 で可
決す る と,レ ー ガ ソ大 統領 は,米 通商 法301条(不
公正貿易慣行に対する制裁)を 発動 し,日 米 半 導 体
協 定違 反 として,日 本側 に対す る報 復措 置を 発表
した。 それ は電 子 ・電気製 品 を対象 に して約20品
目を候 補 に あげ,一 一律 に100%の 報 復関 税を か け
る とい うもの で,そ の規模 は 日本 の協 定違 反 で被
った米 国 の被 害 に相 当す る3億 ドル にす る とい う
ものであ った。 そ して 同年4月17日,実 際 にパ ソ
コ ソ,カ ラーテ レ ビ,電 動 工具 の3品 目 に100%
の高率 関税,金 額 に して3億 ドル を課 し,対 日制
裁 を実 施 に移 した。報 復 関税 品 目の 内容 は第1表
の とお り。
そ の後,87年6月 の ベネチ ア ・サ ミッ トの とき,
レー ガ ソ大 統領 は,20イ ンチ カラーテ レビを対 象
に して ダソ ピソグ分 の5100万 ドル の制裁 を部 分解
除 した。 さ らに同年11月,第3国 で の ダソ ピソグ
が改善 した として,ダ ンピソグ制裁 として実施 し
て きた8440万 ドル分 の報復関税 を解除 した。これ
で,カ ラーテ レビについては全面的FY,パ ソコソ
と電動工具については一部が解除 された。この結
果 ダソピソグ制裁分は完全に解除されたが,対
日市場 アクセス(参 入)の 報復関税1億6400万 ド
ルについては,依 然継続 され ることになった。
日米半導体協定 については,以 前か らECは,
圧倒的優位に立つ 日米に よる半導体市場の支配 と
い う懸念を表明していたが,1988年3月 には,日
米協定が第3国 向け輸出価格まで監視す るのは,
半導体価格をつ り上げ るものであ り,ガ ッ トの禁
止条項に触れ るとして,「 クロ」裁定を下 し た。
また,協 定締結後2年 間に米国の半導体市場は,
不況か ら半導体不足へ と大 き く転換 し,「 協 定 見
直 し」を求め る米国の中小 コソピュータ ・メーカ
ー と,日 本の半導体市場の開放が進 まないことに
い らだつ大手半導体 メーカーとの間で,利 害が対
立す るとい う事情が生 まれた。それに もかかわ ら
ず,米 政府は協定見直 しには消極的であ り,依 然
対 日制裁を続行 してい る。 これは,大 手半導体 メ
ーカーの発言権が依然 として強い ことを示す もの
18一 目米貿易摩擦の政治学
である。 さらに,半 導体 とい う戦略商品が,米 国
の安全保障や国際問題に深 くかかわ りをもつ こと
を示 している。
国防条項と保護主義
ユ980年 代後 半 に な ってか ら目立 つ1つ の特徴 は,
米 政 府 の通商 政 策 におい て も,米 国 連邦議 会 の立
法 におい て も,国 防条項 を強化 して,安 全保 障 面
か ら貿易 を規制 し よ うとい う動 きが 強 ま った こと
で あ る。
半 導体 につ いて は,上 記 の よ うに,1986年9月
に 日本 に とって きわめ て厳 しい 日米 半導体 協定 が
調 印 され たが,そ の背景 には,米 国の安全 保障 と
国 防的考 慮が あ った こ とは 明 白 で あ る。事実,
ユ987年2月11日 に 作成 された 米国 国防総 省 の半 導
体 報 告書(ReportonSemiconductorDependency,
Washington,D。C。,February1987年)は,マ ーチ
ソ ・マ リエ ッタ社 の会長 で防 衛科学 委員 会半導 体
タス ク ・フ ォース議 長 の ノーマ ソ ・オー ガスチ ソ
が 当時 の ワイ ソバ ー ガー国防 長官 に提 出 した もの
だ が,そ の中に次 の よ うな記 述 があ る。 「米 半 導
体 業 界 はい まや商 業用大 量生 産 の面 で リー ダー シ
ップを 失い つつ あ る。 やが て米 国の 国防は,半 導
体 の先 端技 術 におい て外 国の供 給元 に左右 され る
こ ととな ろ う。 この よ うな状 況 は甘受 で きない。」
この報 告書 の 中で,オ ーガス チ ソは,「 日本 か ら
の仮借 ない圧 力の下 でい まや足 元 の危 うくな った
半 導体 産業 は,テ レビや 自動 車 産業 のた どった道
を急速 に歩 み つつ あ り,現 状 では,も はや 民 間市
場 で 日本 と太 刀打 ちで きない。 この事態 は米 国の
安 全保 障 に重大 な意 味を もってお り,そ の存亡 に
かか わ る21の 軍 事 シス テ ムに おい て,日 本を主 と
す る諸 外 国 の供 給 にな るチ ップが使 われ てい る。
中核 的 な半導体 技術25分 野 の うち,日 本 は12分 野
です で に リー ドを奪 い,8分 野で 米.国と並 び,5
分 野では ギ ャ ップを縮め てい る」 と指摘 した3)。
こ うした認識 が,厳 しい 日米 半導体 協定 を生 み,
またそ の違 反 と称 して,厳 しい対 日制裁 を実 施 さ
せ た とみ て よい。実 際 に,日 米半導 体 の技術格 差
は一 段 と拡 大 しつつ あ る。::年11月1日 付 の朝
日新聞は,日 本電気が半導体 の16メ ガ ビッ トDR
AM(記 憶保持動作が必要な随時読み出し書き込みメモ
リー)の 量産を5,6年 後には開始す ると報 道 し
た。 日本の半導体 メーカーのDRAM生 産は現在,
256キ ロビッ トか ら1メ ガビッ トへの移行期 に あ
り,2,3年 後には4メ ガ製品を量産す るが,米
国では一段階前の4メ ガ製品を開発中で,メ モ リ
ー(記 憶素子)分 野での 日本の優位は明白である。
そ こで,国 防総省は1987年2月 には安全保障の観
点か ら米半導体産業の強化を 目指 して,同 省が中
心 となって半導体製造技術研究所の設立を求める
報告書を公表 した。また,1988年4月 には国防総
省は官民共 同の半導体開発 ・生産会社セマテ ック
(SEMATECH)に1億 ドルの財政援助を行 う と発
表 した。
「国防条項」が もっと明白な形で 日米貿易 交 渉
に登場 してきたのは,対 米工作機械輸 出の自主規
制問題である。 日米政府は1986年11月20日,ワ シ
ソ トソでの交渉の結果,MC(マ シニソグセソター)
を含むNC(数 値制御)系 工作機械3品 目について,
わが国が対米輸出数量を自主規制す ることで合意
に達 した。また,日 本の通産省は非NC系3品 目
の輸出について も監視することになった。 自主規
制の期間は,1987年1月 か ら5年 間で,87年 の対
米輸出台数は86年 上半期 の実績 と横ぽい,対 米輸
出が最高に達 した85年 水準に比べ平均で20%削 減
する,と い うものである。 この合意により,米 政
府は,日 本製工作機械 に対 して国防条項の発動を
見送 ったのである。
つま り,日 米工作機械摩擦は,米 国の 「国防条
項」の圧力に よって,解 決された ものである。当
時の朝 日新聞社説は 日米工作機械交渉 の 結 末 を
「ごり押 しの国防条項 」と=書い た(1986年11月24日
付)。





工作機械 と安全保障 との関連は,早 くか ら米国
内で指摘 されてきた。1983年2月 に発表 された米
日米貿易摩擦の政治学
商務省の 「ハイテク報告書」では,「 米国の 工 作
機械はかな り小規模であるが,米 国の経済,軍 事




また,上 記のC.V.プ レス トウィッツJrも 『日
米逆転』の中で「ユ986年には,日 本はすでに 世 界
最大の工作機械生産国で,労 働者1人 当 りの投下





るに もかかわ らず,・ ・.年の日本のNC機 器 の生
産は米国の3倍 に上 っていた。制御装置に関 して
は 日本の一企業,富 士通フ ァナックが世界市場の
60%を 押 さえ,米 国のNC機i器 メーカーの多 くが
日本製の制御装置を用いている。つま り,技 術面
で 日本 に依存 しているわけである。30年 前には外
国の工作機械に依存すべ きではない と主張 してい
た軍部 も,い までは例外ではない」 と書 い て い
る5)。
こ うみて くると,米 国内では半導体や工作機械
について,国 防や安全保障 との関連が強 く意識 さ
れて きたことがわかるが,軍 需ではな く民需の製
品 として開発 して きたわが国産業に とっては,国
防条項の発動は唐突に思 える。そこで上記の朝 日
新聞社説が書いた よ うに,「 国防条項は単に 輸 入
規制をす るための 口実に使われやすい。工作機械
の交渉をみて もその印象が深い。工作機械か らさ
らにハイテク産業まで,こ の種 の規制が広が るこ
とがあれぽ,日 米双方に とってマイナスが大 きく
なる」 と思われる。
こ うした背景か ら,1987年7月 にぱ東芝機械の
ココム違反事件がクローズ ・アップされた。 この
事件は,東 芝 の子会社の東芝機械が1982年 以降 コ
コムに違反 して ソ連へ工作機械を輸出し,そ のた
め ソ連原潜のスクリュー音が低下 し,米 国の安全
保障を脅やか したと批判 された ものである。 しか
し,東 芝機械 のNC機 とソ連原潜低音化 との間に
は,直 接の因果関係がない、 とい う見方 もあ り,
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わが国側の論調では,疑 問視する傾 向が強か った。
しか し,1988年8月 に成立 した米包括通商法 に
は,東 芝制裁条項は除去 されず に含 まれた。東芝
機械か らの輸入は3年 間禁止 され,東 芝本社か ら
の政府調達 も3年 間禁止 され ることになった。
東芝制裁条項だけでな く,新 通商法は明 らかに
国防条項の強化を意図 してい る。例えぽ1962年 通
商拡大法の232条(国 防条項)を 修正強化 し,商 務
省 の調査期間を短縮 し,大 統領に 自主規制を実施
させ る権限を与えている。 このほか,安 全保障上
重大な理 由がある場合には,外 国企業による米企
業の合併 ・買収を禁止で きる権限を大統領に与 え
ている。国防条項の強化は,米 議会の保護主義を
背景に して,実 際には米産業 の保護 に役立つが,
こ うした動 きは米議会だけの ものではないことに
注意すべ きである。すでに,1987年3月 には,日
本の富士通による米フェアチ ャイル ド社(半 導体
メーカー)の 買収が,米 国防長 官 に よってス トッ
プされていた。米国の国防条項 の強化は,議 会 よ
りも米政府のほ うが,先 に手をつけていることに
注 目すべ きである。米国の権力構 造 は,「 産業 ・
政府 ・議 会複合体 」を形成 してい ることは,こ ご
でも立証 され る。 とす ると,国 防条項 とい う名の
保護主義は,ハ イテク産業だけではな く,戦 略的





以来,難 航を続けて きた 日本の建設市場開放をめ
ぐる日米協議は,1988年3月29日,小 沢官房副長
官 とヤイター米通商代表 との ワシソ トン会談で,
一応 の決着をみた。
その後,こ の合意は88年5月25日,ワ シソ トソ
の米商務省で,松 永駐米大使 とベ リテ ィ米商務長
官が書簡に署名 し,そ れを交換 した ことに より,
最終決着をみた。 しか し,米 国の建設 ・エンジニ
ア リソグ業界は,今 回の政治決着で満足 している
わけではない。合意内容を監視 し,2年 後 に見直
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日米貿易摩擦の政治学
す ことにな ってい るか ら,日 米建 設摩 擦 が これ で
解 決 した とみ るこ とは で きな い。そ こで 日米建設
摩 擦 の図式 を も う一 度 よ く整理 して,そ の本質 を
理 解 した上 で,根 本的 解決策 を検 討 してみ よ う。
今 回の 日米合 意 の内容 は次 の とお りで あ る。
第1に,米 国 側が参 入 に強 い関心 を示す空 港 タ
ー ミナル ・ビル な ど民 間
,第3セ クタ ーが発 注主
体 とな る民 間工事 につ いて,7事 業(東 京国際空港
ター ミナル,新 広島ター ミナル,新 北九州空港 ター ミナ
ル,横 浜みな とみ らい21 ,東 京テレポー ト,大 阪テ クノ
ポー ト,六 甲アイラン ド)を 新 た に開放対 象 として,
そ の参 入 を 日本政 府が 「勧 奨 」す る こ と。
第2に,公 共事 業 につ いて,す で に参入対 象 と
され てい る7事 業(東 京国際空港沖合展開皿期工事,
新広島空港,東 京湾再開発,明 石海峡大橋,伊 勢湾岸道
路,横 浜みな とみらい21,関 西文化学術研究都市)に 関
して,見 積 も り期 間 を20日 か ら40日 に拡 大す るな
ど,参 入条 件を緩 和す るこ と。
第3に,新 た に,米 国側 が満足 してい る関西空
港 方 式 の大 幅 に簡素化 した入札 手続 きを東京 湾横
断道 路 と日本電 信電話(NTT)本 社 ビル に も適用
す る こ と。
日本側 は米 国企業 の参 入対象 プ ロジ ェク トの拡
大要 求 に こだわ ったが,米 国側 は参 加 プ ロジ ェク
トの数 よ りも質 に こだわ った よ うだ。米 国側 は,
関西 新空 港 への参 入を 求め た1986年5月 の ヤイ タ
ー通 商代 表 の当初 の要 求以来 空港 ビル
,情 報 化 ビ
ルな どハ イテ ク分 野 の設 計 ,エ ソジニア リソグな
ど,い わゆ る ソフ ト部 門を ね らって きた。
米 国には世 界最 大 のエ ソジニア リソグ会社 ベ ク
テル をは じめ として,フ ル ア,キ ー ウィ ッ トな ど
大 手18社 の建設 会社 が あ る(第2表 参照)。
これ らの企業 の得 意 とす る分 野は,上 記 の エ ソ
ジニ ア リソグ ・コ ン トラクター業務 で あ る。
日米建設 摩擦 につ いて も,米 国側 の政治 的推進
力 は,上 記 の大 手建設 会社 で あ る。 国際競争 力 で
劣勢 に立 つ よ うに な った産 業は,鉄 鋼 や 自動車 の
よ うに,米 政 府や米 議会 に圧 力をか け,日 本やE
Cに 対 して対 米輸 出 を 自主 規制 させ,他 方,農 業,
航空 宇宙,銀 行 な どサ ー ビス業 は 国際競争 力 が強
い か ら米 政府 を通 じて 相手 国の市場 開放 を求 め る。
第2表
社 名
(1)ア ズ コ ー ヘ ニ ス
(2)バ ジ ャ ー ア メ リ カ ン
(3)ベ ク テ ル
(4)オ ス カ ー ・J・ ボ ル ト
(5)ド ラ ボ
(6)エ バ ス コ
(7)フ ル ア
(8)キ ー ウ ィ ッ ト
(9)レ オ ナ ー ド
(10)コ ム バ ス シ ョソ
(11)ラ ス ト
(12/シ ュ ナ イ ダ ー
(13)ス トー ン ・ア ン ド ・ウ ェ ブ ス
タ ー
(14)UE&C一 カ タ リ テ ィ ッ ク
(15)ラ ル フ ・M・ パ ー ソ ン ズ
(16)ス コ ッ ト
(17)ト ム キ ソ ス ベ ク ウ ィ ズ
(181ユ ニ バ シ テ ィー メ カ ニ カ ル
(出 所:
日本進出を狙 う米国系建設会社18社
本 社 所 在 地
ウ ィソ ス コ ン シ ソ 州
マ サ チ ュ ー セ ッツ州
カ リフ ォ ル ニ ア 州
ウ ィス コ ン シ ン 州
ペ ン シ ル ベ ニ ァ 州
ニ ユー ジ ヤー ジ ー 州
カ リフ ォル ニ ア 州
ネ ブ ラス カ州
モ ン タナ 州
コネ チ カ ッ ト州
ア ラバ マ州
ペ ン シ ル ベ ニ ア 州
マ サ チ ュー セ ッツ州
ペ ソ シ ル ベ ニ ア 州
カ リフ ォ ル ニ ア 州
カ リフ ォ ル 嵩 ア 州
フ ロ リダ少卜1
カ リ フ ォル ニ ァ 州
日本経済新 聞,1988年4月1日)
建設 ・エ ソジニア リソグ業界は,ま さに後者の例
の典型 といえそ うだ。
米国は 日本 の建設開放を求めて,相 互主義の原
則をふ りか ざし,1987年12月 には,88年 度包括歳
出法を可決 し,日 本など 「不公正な建設市場閉鎖
国の企業に対 しては,公 共事業の全面的な発注禁
止 」といった対 日制裁条 項(ブ ル ックス ・マヵウス
キ条項)を 盛 り込んだ。 この条項により1988年3
月には,日 本の鹿島建設 と米キーウィッ ト建設 の
合弁企業が獲得 した ワシン トン地下鉄工事の一番
札が取 り消 された。 この合弁企業への鹿島建設 の
出資比率は30%に す ぎなか ったか ら,こ の取消 し
はいかにも厳 しいものであ り,わ が国建設業界は
初 の締め出 し制裁 に直面 して,大 きなショックを
受けた。
さ らに米政府は 日米建設開放協議を有利に展開
す るため,1988年3月 末までに通商法301条(不 公
正貿易慣行に対する制裁条項)を 発動すると圧 力 を
かけて きた。 こ うした圧力に より,一 応の日米合
意が前記の ように,1988年5月 に最終的に成立 し
た。 日米建設摩擦は,当 初,米 国建設会社の対 日
進出が立 ち遅れたため,米 国側の意図は,日 本の
艮米貿易摩擦の政治学
国内市場 の開放 よりも,米 国内での日本の建設会
社 の受注を抑制することにあるとい う見方が出た。
しか し,こ うした見方は甘い といわねばな らない。
米国の建設 ・エ ンジニア リング業界は,ベ クテ
ルを先頭にして世界最強の国際競争力を誇ってい
る。その米国企業が 日本市場 に魅 力を抱かないは
ず はない。 日本の建設市場は,1988年 度には63兆
5600億 円に達 し,2年 連続で世界一の規模に達す
る見込みである。 日本の建設市場には,関 西新空
港 や東京湾横断道路,明 石海峡大橋な ど,ド ーバ
ー海峡 トソネルに匹敵する1兆 円以上の巨大 プ ロ
ジェク トが 自白押 しの状況である。事実,1988年
9月 までには,シ ャール 。アソシエ イツ社が建設
業 の許可を取得 し,フ ルア社,ベ クテル社の大手
も日本国内での受注体制を整 えた。
1988年5月 の合意書簡の交換では,米 国のベ リ
テ ィ商務長官は 「書簡内容は米国に とって満足の




について,そ の条項が1989会 計 年 度(1988年10月
～89年9月)か ら削除 された。
しか し,日 本の建設業界には,部 外者に理解で
きない慣行や不合理性が存在す る。 この建設市場
が ガラス張 りにな り,外 国企業が 自由に参入でき
るまでには,な お多 くの問題が残 っている。米国
側 は1兆 円や2兆 円の規模で実績をあげなけれぽ,





日米農産 物 交渉 の歴史 は古 いが,1988年2月 に
は わが 国の農産 物12品 目の ガ ヅ ト・パネル の裁定
で,プRセ スチ ー ズな ど10品 目の輸入割 当制 度 が
ガ ッ ト違 反(黒),雑 豆,落 花生 の2品 目につ い て
は 輸入枠 拡大(灰 色)が 勧 告 され,決 着 す る こ と
に な った。 また,特 筆 すべ きこ とは,1988年6月,
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3年 後の 自由化 とい うことで,難 航に難航を重ね
た牛肉 ・オ レンジ問題についても,日 米合意が成
立 した。この結果,日 米農産物摩擦の残 された最
大 の焦点は,コ メの自由化問題 とい うことになっ
た。
日本に とって,コ メの 自由化は牛肉 ・オ レンジ
以上に困難な問題をは らんでいる3'日 本の コメ
市場だけを世界に対 して閉鎖 してお き,他 方で日
本が世界市場で限 りな く輸出シェアを拡大 してい
くとい うことがで きるのだろ うか。 コメ自由化の
ゆ くえをさぐるには,牛 肉 ・オ レンジ問題がひ と
つの先例 として注 目され る。
牛肉 ・オ レンジ摩擦の歴史 も古い。 日本は東京
ラウン ドの多角的貿易交渉の合意にもとついて,
牛肉 ・オレソジの輸入枠を安定的に拡大 してきた
が,1978年1月 の牛場 ・ス トラウス協定の もとで,
牛肉 ・オ レソジの輸入割当ての再検討 を1982年 か
ら開始,そ の修正を考慮することに合意 した。 こ
の結果,米 国側は輸入自由化をmし て要求,日
本側は防戦につ とめた。 日本側は年間輸入枠の拡
大を実施 したが,米 国側は こうした譲歩には不満
であ り,1984年3月 末で期限が切れる 日米協定の
改訂に際しては,強 く自由化を要求 した。1984年
4月 になって,期 限切れ になったが,や っと4年
間の 日米牛肉 ・オ レソジ協定が成立 した。 この筋
定は,自 由化を認めず,日 本側が輸入枠 を年 々拡
大す るとい うものであった。
そ こで,米 国側はこの協定の期限切れ の1988年
3月 末を前にして,強 硬な 自由化を 主 張,「 自由
化の時期明示を条件 としなけれぽ,交 渉 に 応 ぜ
ず 」 と,交 渉のテーブルにつ くことさえ拒否 した。
そ して この問題をガ ヅトへ提訴す ると予告 した。
88年3月 末 と5月 は じめの2回,佐 藤農相が訪米
したが,自 由化後の課徴金導入で対決 し,佐 藤 ・
ヤイター会談は物別れ とな り,米 国はついにガッ
トへ提訴 した。
88年5月4日,ガ ッ ト理事会はパネル設置を決
定,こ の結果,ガ ットは年内に もクロ裁定を下す
可能性があ った。米国側 もガ ット協議で決着が長
引 くこ とを嫌い,再 び 日米の2国 間決着を 目指 し,
ヤイター米通商代表が来 日,88年6月20日 の佐藤
22一 日米貿易摩擦の政治学
・ヤ イター会談 で ,つ い に牛 肉 ・オ レ ソジの 自由
化 とい う歴 史的 な合 意に達 した。そ の内容 は1991
年4月 か ら牛 肉 ・オ レソ ジ生果 は 自由化,オ レン
ジ果汁 は92年4月 か ら自由化,牛 肉 関税は初 年 度
7Q%,2,3年 目は10%ず つ 引 き下 げ る とい うも
ので あ った。 輸 入課 徴 金 は米 国側 の強 硬 な反対 で,
日本側 が断念,最 後 まで争 点 とな った 輸入急増 の
場 合 の緊急輸 入 制限 は,当 面3年 間 とされ,こ の
問 題 は ウル グアイ ・ラウ ソ ドで見直 しを行 うこと
にな った。 日本 の農業 団体 が100年 戦 争 も辞 せず
と豪語 した牛 肉 ・オ レソジ 自由化 問題 も,こ うし
て 決着 をみた が,そ れ は"最 後 の聖域"と 主 張 さ
れ る コメ 自由化 問題 のい く}を も暗示 してい る。
日本 の コメ 自由化 問題 が大 き くクローズ ア ップ
された のは,1986年9月10日 の全 米精 米業者 協会
(RMARiceMillersAssociation)の 提訴 で あ る。
RMAは 日本 の コメ輸 入禁 止 につい て,米 通商法
301条(不 公正貿易慣行に対する制裁条項)を 適 用 せ
よ,と 米 通商 代表部(USTR)に 提訴 した の で あ
る。 これ に対 して,ヤ イター通商 代表 は,86年10
月22日,シ ョッキ ソグな決定 を下 した・RMAの
提訴 に対 して は却下 の決定 を下 した ものの,そ の
内容はわ が国 に対 して は深刻 な問題 を突 きつ け る
もので あ った。
米通商 代表 部 の提訴 却下 は,日 本側 として も評
価 で き るものだ が,そ の決定 は 日本 の コメが公 正
で あ る こ とを認 めたわ けで はな い。つ ま り301条
の 適用 を却下 したが,そ の代 わ りガ ッ トの ウル グ
アイ ・ラ ウソ ドの多国 間協議 で この問題 を取 りあ
げ,も し 日本 側 が この交 渉 で コメの 自由化 に前進
を 示 さなけれ ぽ,改 め てRMAの 提訴 を審議 す る,
とい うものであ った。 つ ま り,条 件つ きの却 下 で
あ った 。
それ よ りももっ と日本 に とって重 大 な こ とは,
米政 府機 関 であ るUSTRが この決定 に よって初
め て公式 に 日本 の コ メの輸 入制 限が ガ ッ ト違 反 で
あ る と判 定 した こ とで あ る。1970年 代 か ら80年 代
に かけ て,日 米経済 摩擦 は激 しさを加 えて きたが,
不思 議 な こ とに米 国は コメの 自由化 につ いて は,
公 式 には 強 く要 求 しなか った。 米農 務省 の高官 も
フメだけ は聖域 と認 め,そ の 自由化 に触れ るこ と
は,外 交上 の タブー として きた。 しか し,86年10
月の却 下決定 で は,米 政 府 は明 らか に態 度を 一変
させ たわ けだ。
日本政 府 は,従 来 コメ,麦,専 売 品な ど10品 目
につ いては,国 家 貿易 品 目として ガ ッ ト議定 書に
明記 され てお り,自 由化義務 は免 除 された とい う
立 場 を とって きた。 コメは 牛肉 ・オ レンジ とは異
な り,22品 目の農 産物 残存 輸入制 限 品 目には 含 ま
れ ず,ガ ッ トが 当初か ら輸 入制 限を認 めた もの と
考 え て きた。事実,日 本は ガ ッ ト加盟 以来,17条
4項aの 規 定(国 家貿易品 目の通告義務)に し た か
って,通 常3年 に1回,食 管 制度 の運用 状況 を ガ
ッ トを通 じて各 加盟 国に報告 して きた。 い ま まで
は,こ れ に対 して異議 が 出なか った。86年10月 の
決定 で,米 政府 が 日本 の食糧 安全 保障 的立場 を認
めな い とい う態 度を とった背 景 には,米 国 の コメ
の輸 出 シ ェアが激 減 し,コ メの世 界的過 剰 の下 で,
コ メに関連 す る業 者 が苦境 に立 った とい う事 情 が
あ る。RMAの 提 訴理 由に よる と,米 国の コメ輸
出量 は生産 量 の54%に 達 し,輸 出比率 が高 いが,
世 界 の コメ輸 出に 占め る米 国 の市 場 シェアは,10
年 前 の28%か ら18%へ と大 幅 に低 下 した とい う。
そ こで,世 界最 大 の コメ消 費市場 で あ る 日本 の輸
入制 限を認 め る余裕 がな くな った とみ て よい。
1988年11月8日 の米 大統領 選挙 日を 目前 に して,
再 び 日本 の コ メ自由化 問題 が クローズ ア ップ した。
RMAが88年9月14日,日 本 の コメ市場 開放 を求
めて,通 商 法301条 提 訴 を再 び起 こ した。 この提
訴 は,大 統 領選 挙戦 との関 連で注 目された。 とい
うの は,こ の提訴 に対 して米 通商 代表部 は45日 以
内に 決定 を下 さなけれ ぽ な らな い こ とに な って い
るが,そ れ は11月8日 の大統 領選 挙 日直 前 とい う
こ とで,も し却下 の決 定を下 せば,共 和 党 の ブ ッ
シ ュ大 統領候 補 に不利 と判断 され たか らで あ る。
加 州米 の産地 の カ リフ ォル ニア州 は,47名 の大統
領選 挙 人を抱iる 大票 田で,大 統領 選挙 人総数 の
1割 近 くを 占め る。 この大票 田を 失 うことは,共
和党 に とっては痛 い。 そ こで ブ ッシ ュ候補 も,直
ちにRMAの 提訴 を受理 すべ きで あ る と言 明 した。
こ うして,88年10月28日,ヤ イタ ー通 商代表 は
苦 渋 の決定 を下 した。 それは,条 件 つ き却下 であ
日米貿易摩擦の政治学
った。 しかもその条件は,86年 の前回の条件 よ り
も厳 しい ものであった。ヤイター通商代表は,88
年12月5日 か ら7日 にカナダのモン トリオールで
開かれるガ ットの中間見直 しのための閣僚会議で,
日本が 「進展」を示 さない場合には,直 ちにRM
Aに 再提訴を求め ることを明らかにした。米国側
は,v一 ガソ政権の終わ る前に,提 訴の決着をつ
ける方針で,政 権交代による時間引き延ば しには
クギを刺 したわけだ。
88年10月 のUSTRの 却下決定は,第1に 提訴
を受理す るよりも,却 下 して ガッ トの多国間協議
に持 ち込んだほ うが,日 本のコメ市場への参入 と
い う目的にかな うとい う判断に よるものであった。
第2に301条 の制裁を適用す ると日米関係全般に
悪影響を及ぼし,ウ ル グアイ ・ラウソ ドの農業交
渉でも日本の協 力が得 られな くなると判断 した。
第3に,大 統領選挙戦では共和党のブ ッシュ候補
が圧倒的に優勢に立 ったことで,却 下 して も大 き
な影響がない状況になった ことであ る。
こ うみて くると,日 本のコメ自由化問題はUS
TRの 却下に よって も,決 して事態は好転 したわ
けではな く,日 本にとってはいっそ う厳 しさを増
した といって よい。 しか し,RMAの コメ提訴は,
は しな くも日米経済摩擦の背景に米国の ビッグビ
ジネス=多 国籍企業 グループが存在す る,と い う
一般的 メカニズムの妥当性を明らかにしたよ うに
思える。 とい うのは,RMAの コメ提訴の主導権
を握 ったのは,米 国で活躍する穀物 メジャー,つ
ま り多国籍的な巨大穀物専門商社である可能性が
強いか らである。RMAは それ までは 「米国農業
界で もほ とん ど無名の存在 」(日 本経済新聞,1986
年9月28日)だ ったが,コ メ提訴によ り急 に 脚 光
を浴びた グループである。調査に よると,カ リフ
ォルニア州 とル イジアナ州な どを拠点 とす る精米
業者27社 で構成 され,傘 下の農協 によるコメ生産
は米国全体の65%を 占め,ま た23社 の コメ輸出業
老が準会員 として加盟 し,米 国の コメ輸出のほぼ
全量を扱 ってい る。RMAの 中で ワシソ トン政界
に影響力を もつのは,輸 出業者の穀物 メジャーで
あるか ら,そ の提訴は多国籍穀物商社の主導で進




く,構 造的 ・歴史的に分析 しなければ,理 解す る
ことはできない。第2次 世界大戦後の 自由 ・無差
別 ・多角化 の原則は,IMFとGATTの 基本原則
とされ,こ の原則 に基づいてブ レトン ・ウッズ体
制が構築 されたが,そ れは決 して万古不易の原則
ではなかった。 自由 ・無差別 ・多角化 の原則は,
大国であ る米国の強大な国際競争 力(e米 多国籍企
業グループの優位性)を 反映 した,1つ の政治 的イ
デオ ロギーであったとみ るべ きである。事実,第
2次 大戦後,こ の原則を高 らかに唱え,こ の旗 印
の下で米国の製品 と資本はグローバルな進撃を破
竹の勢 いで開始 したのである。 自由貿易のイデオ
Rギ ーを唱 え,そ れを現実に維持 したのは,米 国
のパ ワーであった。
しか し,1970年 代に米国産業の競争力が失われ,
日本やEC,さ らにNIES(新 興工i業経済地域)の 追
上げが急速に高 まると,自 由主義イデオ 揖ギーも
後退 した。 こ うして米産業やその主導権を握 る多
国籍企業は自由な国際競争に対処 できな くなると,
公正貿易(FairTrade)を 主張,西 欧 も同調 して
新保護主義(英 ヶンブリッジ学派)や 管理貿易論 を
展開するに至 った。 こ うして,世 界貿易額の約半
分が,鉄 鋼,自 動車,半 導体にみられ るよ うに,
自主規制その他の規制を受け るようにな り,世 界
貿易は管理貿易の時代に入った といわれた。 しか
し,管 理貿易は 自由貿易主義 と保護貿易主義の中
間的概念 といわれ るように,1930年 代の保護主i義
とは異なるものである。半面,ガ ットの 自由 ・無
差別 ・多角化の原則には明 らかに違反する とい う
性格を もってい る。 よく検討す ると,こ うした中
間的概念こそ1970年 代,80年 代の米産業 とその多
国籍企業 にとって,最 も好 ましいものであるこ と
がわか る。つま り,米 国にとっては 「建設 」型の
国際競争力の強い産業,例 えば銀行を先頭 とす る
サ ービス産業か ら場合に よっては農業 まで も含む,
強い産業では,他 国の市場開放を力つ くで実現で
きるが,「 半導体 」型の弱い産業,し か も戦 略 的
一24一 日米貿易摩擦の政治学
に重要な産業の場合,例 えば鉄鋼,自 動車S工 作








決され,同 年7月 に上院 も可決,下 院案 と上院案
について両院協議会が開かれ,1988年4月 に一本
化された。その最終案は88年4月21日 に 下 院 が
312対107の 賛成多数で可決,賛 成は大統領の拒否
権 を覆せ る3分 の2以 上であった。次いで4月27
日,米 上院が63対36で 可決 したが,賛 成は3分 の
2を 割 った。 こうして米通商法案は88年6月,レ
ーガソ大統領の拒否権成立でいったん廃案 とな っ
た。 しか し,大 統領の拒否権発動の理由 とされた
「工場閉鎖事前通告条項」と 「アラスカ産石油製
品輸出制限条項」の2条 項を削除 した形で,再 び




日本 のマス コミは米包括通商法の成立に際 して,
保護主義化 と対 日制裁の2点 を強調 して報道 した。
しか し,こ れは正確ではない。確かに保護主義的
な性格の強い条項 として74年 通 商 法301条(不 公
正貿易慣行に対する制裁)の 強化があげ られ る。 こ
の条項は,制 裁発動 の決定権を大統領か ら米通商
代表部に移 したもので,発 動が容易になった。 ま
た,ス ーパー301条 の創設があげ られる。 これは
市場障壁のあ る国 と期限をつけて交渉し,応 じな
い場合は報復措置を検討するとい うものである。
見方に よっては,最 も懸念 され るのは,知 的所有
権 を侵害 した外国企業に対する制裁を容易に した
関税法337条 の改正である。 これに よって特許権
な どを侵害 した商品の輸入差 し止めは,被 害の立
証が不要 となった。
対 日条項 としては,日 本の建設市場 の開放を求
め る建設市場調査条項,安 全保障のために大統領
が外 国 に よる米 企業 の買収 を制 限 で きる対外 投資
規 制条項 が あ り,ま た ココムに違 反 した東 芝機械
と親 会社 に対す る東 芝制裁 条項 や国債 市場 が閉鎖
的 な国 の証券 ・銀行 に米 国債 の公認 デ ィー ラー資
格 を認 め ない金融報 復条項 が あ る。
この新通 商法 は審議 の過 程 で下 院案 に あ った ゲ
ッパ ー ト条 項(対 米過剰貿易黒字国に対 しては1992年
まで毎年黒字幅を10%ず つ削減させ るとい う条 項)や
上 院 案 にあ った 日本 を 「敵対 貿易国 」(adversarial
tradecountry)と 呼 ぶ言葉 は削 除 され た。 こ うみ
て くる と,前 記 の保護 主義 的な性 格 の条項や 対 日
条項 をた だ ちに保 護主 義条項 ときめつ け る こ とは
妥 当では ない。301条 の制裁 条項 に して も,運 用
に よって は保護 主義 に傾 くが,文 字通 り不公 正貿
易 慣 行 の是 正 に適用 されれ ぽ,市 場開放 へ の圧 力
とな り,自 由で 公正 な貿易 を維持 す るの に役 立つ
と もい え る。米 国側か らす れば,新 通商 法は,こ
の法 律の原 名が語 ってい る よ う に 「88年 包括 通
商 ・競争 力改革 法」(OmnibusTradeandC・mpet-
itivenessRef・rmAct)で あ り,米 産業 の競争 力を
強 め るため の法 律で あ る。そ の背 後には,自 由 ・
無差 別 ・多 国間 主義 を原則 とす るガ ッ ト体制 か ら
公 正 貿易 と2国 間主義 ・相互 主義 に よ り,新 しい
自由貿易圏 を 目指 す米 国通商 戦略 の大転 換が読 み
とれ る。
2国 間協定と自由貿易圏
レーガ ソ米 大統領 は,1987年10月 は じめ,米 加
両政 府 が米加 自由貿易協 定 につ い て合 意 に達 した
とき,そ れ は 「歴史 的 な合 意 」で あ る と語 った。
この協定 の成 否は,カ ナ ダ側か らは,米 加 関係 の
分岐 点 であ り,自 由貿易 か保護 貿易 かのわ かれ 目
とみ られ た6)。 しか し,レ ー ガ ン政 権 は2国 間主
義 の米加 自由協定 には,も っ と重 要 な意義 を見 出
してい た と思 われ る。
2国 間 の 自由貿易協 定 につい ては,ガ ッ ト体 制
に代 わ る新 しい貿易体 制 のひな型,と い う積極 的
評 価 と,保 護 主義 を背 景 とした経済 ブ ロック化 へ
の引 き金,と い う消極 的評価 とが あ る7)。
いず れ に して も,米 加 自由貿易協 定 に よって示
日米貿易摩擦の政治学
された ように,米 国はガッ トの多国間主義を離脱
して,2国 間主義の方向を明確にしたのである。
い ま行われてい るガッ トのウル グアイ ・ラウソ ド
が大 きな成果をあげなけれぽ,米 国方式の2国 間
自由貿易協定が世界貿易 において支配的になる可
能性 もある。
米加 自由貿易協定は,1988年1月 に正式 に調印
され,同 年8月 米下院が可決,同 年9月 には上院
も可決,米 国側の批准手続 きは完了 した。次いで,
同年11月 のカナダ総選挙で米加自由貿易協定を推
進 した与党 の進歩保守党が過半数を制 した ことに




米加の輸出入合計は年間1242億 ドルに上 り,巨 大
な 自由貿易市場が形成 され ることになる。 同年の
米 ・EC貿 易は1327億 ドル,米 ・日本貿易はX124
億 ドルであったか ら,ま さに世界3大 貿易圏の1
つ といって よい。
米加 自由貿易協定 の内容は注 目すべ きものがあ
る。ひ と言でいえば,第1に 両国間の関税 ・非関
税障壁を,農 産物を含めて10年 間で段階的に撤廃
す るとい うものである。関税ゼ ロだけでな く,金
融,コ ミュニケ ーションな どサービス,投 資に至




米加両国は1986年5月 か ら正式 に自由貿易協定
の交渉を開始 したが,こ の協定はカナダを米国に
売 り渡す ものだ とい う反対論を含めて,国 を2分
す るような議論を呼んだ。 また,貿 易紛争処理の
方法や米国の新 しい包括的通商法 との整合性,カ
ナ ダ側の各種補助政策をめ ぐっても,交 渉は難航
した8)。 しかし,カ ナダも1988年11月 の総選挙で,
米加協定を支持 し,歴 史的な選択を決定 したので
ある。
米加自由貿易協定は,1984年 ごろか らレーガソ
政権が打 ち出した2国 間主義 とい う原則の延長線
上 にあるものだ。当時の米通商代表部の上席補佐
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官 フェケテ クテ ィは,米 政府誌 「エ コノ ミッ ク ・
イ ンパ ク ト」(1984年1月 号)に おい て 「われ わ れ
は多角 的交 渉 に加 えて,さ ま ざまの2国 間交渉,
複数 国間 交渉,地 域 的交 渉 で補 足 す る こ とにな ろ
う」 と述 べ た9)。
レーガ ソ政権 は,す でに米 ・イス ラエル 自由貿
易地域 法 に基づ いて,イ ス ラエル との 閲に 自由貿
易協定 とい う2国 間 協定 を結 んで い る。 この協定
は,米 加協 定 とほぼ 同 じでサ ー ビス貿易 を含 む。
1995年1月1日 まで にす べて の産 品の 関税を撤 廃
し,ま た イス ラエル の輸 出補 助 金 の撤 廃 を規 定 し
てい る。 しか しサ ー ビス の規定 につ い ては拘束 力
な し として い る。 この協定 は1985年9月 に発効 し
た。
また,1987年11月 には米 国は メキ シ コとの 間で
も,2国 間 の 自由貿易協 定 を締結 す るこ とで大枠
の合 意 に達 し,そ の 協定 に調 印,締 結 のため の交
渉を 開始 した。 さ らに,ASEAN諸 国 との間 で も,
レー ガ ソ政 権 は 自由貿易協 定 の締結 を打 診 して お
り,台 湾 との間で はす でに協 議が進 め られ てい る。
日本 に対 して も打診 が あ り,米 国はゆ くゆ くは 日
本 を含 む西太 平洋諸 国 との 自由貿 易圏 づ く りをめ
ざす とい う見方 もあ る。
事 実,米 政権 は,ウ ル グアイ ・ラウ ソ ド開始 交
渉 で は,サ ー ビス貿 易 の 自由化を含 ませ るため,
も し途 上 国がそ れ に反 対 す るな らば,ガ ッ トを回
避 して,イ ス ラエ ルや カナ ダの よ うに2国 間協 定
に よ りサ ー ビス 貿易 の 自由化 を推 進 す る と示唆 し
た こ とが あ る。銀 行,保 険 コソ ピュータ ・ソフ
トな どのサ ー ビス部 門は米 国 の強 い分 野 であ り,
自由化 は米 国産業 とそ の多 国籍企 業 に とって好 ま
しい ことで あ る。 こ うした分 野 では,ガ ッ トの多
国間主 義に反 して,2国 間主 義 で 自由化 を推進 し
よ うとい うのが,米 国の通 商戦略 で あ る。
1992年 にEC統 合が 行わ れ,世 界経 済 の一角 に
一大 経済 ブ ロ ックが実 現す る。丁 度,そ れ に タ イ
ミソ グを合 わせ て,米 国 も2国 間協定 に よ り一 大
自由貿易 圏 を形成 して い くと思わ れ る。 『大 国 の
興 亡』 の著 者ポ ール ・ケネデ ィは次 の よ うに結 論
して い る。 「経済成 長 のぱ らつ きは,遅 か れ 早 か
れ,世 界 の政治 と軍事 力のバ ランスに変 化を 引 き
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起 こさず にはい ない。 これ こそ,4世 紀Y'わ た る
大 国 の興亡 を跡づ け るなか で 明確 に な った パ ター
ンで あ る。 したが って,こ の20～30年 間に世 界 の
生 産 の中心 に生 じた異例 な ほ どの 急激 な変化 は,
今 日の指 導 的な大 国の総 合戦略 に 影響 をお よぼ さ
な いはず が ない ので あ るユ。)。」
1ノーガ ソ政 権は,米 国の産業 ・政 府 ・議 会 複合
体 の要 求 に従 って,競 争 力にふ さわ しい戦略 の転
換 に着 手 した。 それが2国 間主義 と 自由貿易 圏構
想 で あ る。 次に登場 した ブ ッシ ュ政 権 は,小 物 の
実 務型政 権 として,よ り忠実 に産 業 ・政 府 ・複合
体 の利 益を 志 向す る とみて よい。世 界 の政治 経済
体 制は,じ ょじ ょに 自由 ・無 差別 ・多 国間 の ブ レ
トソ ウッズ体 制=ガ ッ ト体 制 か ら,管 理 貿易 型 の
プ ロヅク経済 体制 へ移 行 しつ つ あ る といiる 。
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